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浮遊粒子状物質 

（a）長期予測 

建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質濃度の長期予測結果は、表 5.2.1－31 及

び図 5.2.1－12(1)・(2)に示すとおりである。 
建設機械による付加濃度の最大値は、駅前街区の工事開始後 6～17 ヶ月目で

0.0018mg/m3、バックグラウンド濃度を含めた将来予測濃度は 0.0178mg/m3、付

加率は 10%、日平均値の年間 2%除外値は 0.043mg/m3となり、環境保全目標（0.10 
mg/m3 以下）を満足すると予測する。 

 
表 5.2.1－31 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（長期予測） 

単位：mg/m3 

予測時期 工区 
建設機械に

よる最大 
付加濃度 

バックグ 
ラウンド 

濃度 

将来予測 
濃度 付加率 

日平均値の 
年間 2% 
除外値 

環境

保全

目標 
工事開始後 
6～17 ヶ月 駅前街区 0.0018 

0.016 
0.0178 10% 0.043 0.10

以下 工事開始後 
58～69 ヶ月 北街区 0.0016 0.0176 9% 0.043 
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図 5.2.1－12(1) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（長期予測 6～17 ヶ月

目・駅前街区） 
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図 5.2.1－12(2) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（長期予測 58～69 ヶ月

目・北街区） 
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（b）短期予測 

建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質濃度の短期予測結果は、表 5.2.1－32(1)
～(6)に示すとおりである。 

建設機械による付加濃度の最大値は、工事開始後 7～11 ヶ月目（駅前街区解体

工事）の風向西の 0.0621mg/m3、バックグラウンド濃度を含めた将来予測濃度は

0.0771mg/m3 となり、環境保全目標（0.20 mg/m3 以下）を満足すると予測する。 
また、各予測時期で最大値となる風向の建設機械の稼動に伴う付加濃度の予測

結果は、図 5.2.1－13(1)～(6)に示すとおりである。 

表 5.2.1－32(1) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
（短期予測 1～5 ヶ月目・駅前街区夜間工事）     単位：mg/m3  

風 向 建設機械による 
付加濃度 

バックグラウンド

濃度 将来予測濃度 環境保全目標 

北 0.0132 

0.015 

0.0282 

0.20 以下 

北北東 0.0149 0.0299 
北東 0.0130 0.0280 

東北東 0.0165 0.0315 
東 0.0114 0.0264 

東南東 0.0139 0.0289 
南東 0.0145 0.0295 

南南東 0.0126 0.0276 
南 0.0115 0.0265 

南南西 0.0118 0.0268 
南西 0.0254* 0.0404* 

西南西 0.0209 0.0359 
西 0.0146 0.0296 

西北西 0.0091 0.0241 
北西 0.0101 0.0251 

北北西 0.0124 0.0274 
*：最大値を示す。 

表 5.2.1－32(2) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
（短期予測 7～11 ヶ月目・駅前街区解体工事）      単位：mg/m3  

風 向 建設機械による 
付加濃度 

バックグラウンド

濃度 将来予測濃度 環境保全目標 

北 0.0604 

0.015 

0.0754 

0.20 以下 

北北東 0.0512 0.0662 
北東 0.0552 0.0702 

東北東 0.0467 0.0617 
東 0.0532 0.0682 

東南東 0.0522 0.0672 
南東 0.0485 0.0635 

南南東 0.0429 0.0579 
南 0.0383 0.0533 

南南西 0.0505 0.0655 
南西 0.0537 0.0687 

西南西 0.0565 0.0715 
西 0.0621* 0.0771* 

西北西 0.0583 0.0733 
北西 0.0531 0.0681 

北北西 0.0599 0.0749 
*：最大値を示す。  



313 

表 5.2.1－32(3) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
（短期予測 12～14 ヶ月目・駅前街区建設工事）    単位：mg/m3  

風 向 建設機械による 
付加濃度 

バックグラウンド

濃度 将来予測濃度 環境保全目標 

北 0.0457 

0.015 

0.0607 

0.20 以下 

北北東 0.0561 0.0711 
北東 0.0550 0.0700 

東北東 0.0469 0.0619 
東 0.0542 0.0692 

東南東 0.0612* 0.0762* 
南東 0.0542 0.0692 

南南東 0.0398 0.0548 
南 0.0315 0.0465 

南南西 0.0428 0.0578 
南西 0.0406 0.0556 

西南西 0.0518 0.0668 
西 0.0572 0.0722 

西北西 0.0506 0.0656 
北西 0.0492 0.0642 

北北西 0.0461 0.0611 
*：最大値を示す。 

 
表 5.2.1－32(4) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 

（短期予測 60～61 ヶ月目・北街区解体工事）    単位：mg/m3  

風 向 建設機械による 
付加濃度 

バックグラウンド

濃度 将来予測濃度 環境保全目標 

北 0.0160 

0.015 

0.0310 

0.20 以下 

北北東 0.0153 0.0303 
北東 0.0376 0.0526 

東北東 0.0438 0.0588 
東 0.0430 0.0580 

東南東 0.0394 0.0544 
南東 0.0390 0.0540 

南南東 0.0419 0.0569 
南 0.0453* 0.0603* 

南南西 0.0416 0.0566 
南西 0.0448 0.0598 

西南西 0.0446 0.0596 
西 0.0393 0.0543 

西北西 0.0343 0.0493 
北西 0.0347 0.0497 

北北西 0.0339 0.0489 
*：最大値を示す。 
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表 5.2.1－32(5) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
（短期予測 63、67～69 ヶ月目・北街区建設工事）       単位：mg/m3  

風 向 建設機械による 
付加濃度 

バックグラウンド

濃度 将来予測濃度 環境保全目標 

北 0.0330 

0.015 

0.0480 

0.20 以下 

北北東 0.0155 0.0305 
北東 0.0195 0.0345 

東北東 0.0349 0.0499 
東 0.0406 0.0556 

東南東 0.0429 0.0579 
南東 0.0374 0.0524 

南南東 0.0358 0.0508 
南 0.0342 0.0492 

南南西 0.0359 0.0509 
南西 0.0378 0.0528 

西南西 0.0400 0.0550 
西 0.0437 0.0587 

西北西 0.0443* 0.0593* 
北西 0.0395 0.0545 

北北西 0.0361 0.0511 
*：最大値を示す。 

 

表 5.2.1－32(6) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
（短期予測 98 ヶ月目・北街区夜間工事）       単位：mg/m3  

風 向 建設機械による 
付加濃度 

バックグラウンド

濃度 将来予測濃度 環境保全目標 

北 0.0070 

0.015 

0.0220 

0.20 以下 

北北東 0.0063 0.0213 
北東 0.0083 0.0233 

東北東 0.0129 0.0279 
東 0.0183 0.0333 

東南東 0.0213 0.0363 
南東 0.0205 0.0355 

南南東 0.0173 0.0323 
南 0.0146 0.0296 

南南西 0.0107 0.0257 
南西 0.0107 0.0257 

西南西 0.0106 0.0256 
西 0.0156 0.0306 

西北西 0.0218* 0.0368* 
北西 0.0102 0.0252 

北北西 0.0074 0.0224 
*：最大値を示す。 
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図 5.2.1－13(1) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（短期予測 1～5 ヶ月

目・駅前街区夜間工事） 
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図 5.2.1－13(2) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（短期予測 7～11 ヶ月

目・駅前街区解体工事） 
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図 5.2.1－13(3) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（短期予測 12～14 ヶ月

目・駅前街区建設工事） 
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図 5.2.1－13(4) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（短期予測 60～61 ヶ月

目・北街区解体工事） 
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図 5.2.1－13(5) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（短期予測 67～69 ヶ月

目・北街区建設工事） 
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図 5.2.1－13(6) 建設機械の稼働に伴う浮遊粒子状物質の予測結果（短期予測 98 ヶ月目・

北街区夜間工事） 
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（イ）環境保全のための措置 

本事業の工事においては、建設機械の稼働に伴う大気質への影響の低減を図るため

に、施工会社への指示により、次のような措置を講ずる。 
・可能な限り、最新の排出ガス対策型建設機械を使用する。 
・施工計画を十分に検討し、集中稼働を回避する。 
・工事中は建設機械に無理な負荷をかけないようにする。 
・建設機械の整備・点検を徹底する。 
・計画地内の車両通路は鉄板敷きとし、粉じんの発生が予想される作業を行う場合

や強風時には、適宜散水を行う。 
（ウ）評 価 

建設機械の稼働に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間 98%
値）が 0.043ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質（日

平均値の年間 2%除外値）が 0.043g/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）を満足

すると予測する。 
また、短期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（1 時間値）が 0.1996ppm で、環境保

全目標（0.2ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質（1 時間値）が 0.0771mg/m3 で、

環境保全目標（0.20mg/m3 以下）を満足すると予測する。 
工事の実施にあたっては、施工計画を十分に検討し、集中稼働を回避するなどの環

境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺環境に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。  
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イ 工事用車両の走行に伴う大気質濃度 
（ア）予 測 

予測項目 

予測項目は、工事用車両の排出ガスによる二酸化窒素及び浮遊粒子状物質とし、

以下の将来濃度を予測した。 
・長期将来濃度予測：日平均値の年間 98%値（二酸化窒素） 

日平均値の年間 2%除外値（浮遊粒子状物質） 
予測方法等 

（a）予測地域・予測地点 

予測地点は、図 5.2.1－14 に示す工事用車両の走行ルート上の 5 地点（No.1、
4、5’ 、7、8）とし、道路端から 50m 程度の範囲とした。なお、No.5’地点は計画

地内の地点ではあるが、市道鷺沼 36 号線には、工事用車両出入口があり、工事用

車両による影響が考えられるため、予測地点として選定した。 
（b）予測時期 

予測時期は、第 1 章 4 (14) ア「工事概要」表 1－14 (1)（78 ページ）に示す工

事用車両（大型車）の走行台数が最大となる工事開始後 19～21 ヶ月目のピーク

日が 1 年間続くものとした。 
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（c）予測条件・予測方法 

① 予測条件 

ⅰ 交通条件の設定 
ⅰ）工事中交通量 

予測地点における工事中交通量は表 5.2.1－33 に、将来基礎交通量の設定は

表 5.2.1－34 に示すとおり、将来基礎交通量に工事用車両交通量を加えて算出

した。 
本事業の将来基礎交通量は、廃道等による転換交通量の影響がない計画地外

の予測地点（No.5’以外の予測地点）においては、現況交通量に周辺開発計画に

伴う交通量を付加することにより設定した。 
また、本事業の実施に伴う市道鷺沼線の廃道及び仮設バスロータリーの使用

（バス・タクシー・一般車）による影響は、計画地内の交差点間での交通量の

転換となる想定とし、計画地内の予測地点（No.5’）においては、転換交通量の

影響を加味した No.4 交差点 D 断面の流入・流出交通量の合計に周辺開発計画

に伴う交通量を付加することにより設定した（資料編 資－37 ページ）。 
なお、計画地周辺における道路交通センサス対象路線の交通量の推移が横ば

いまたは減少傾向（資料編 資－1 ページ）であるため、周辺開発計画に伴う

交通量以外の現況交通量からの変動はないものと想定した。 
工事用車両交通量は、第 1 章 4 (14) ア「工事概要」表 1－14 (1)（78 ページ）

に示す工事用車両（大型車）の走行台数が最大となる工事開始後 19～21 ヶ月

目の台数、338 台/日・片道（大型車 298 台/日・片道、小型車 40 台/日・片道）

とし、この日が 1 年間続くものと想定した。 
なお、予測時期における工事用車両の走行ルート及び予測地点における台数配

分比は資料編（資－159 ページ）に、工事中交通量の詳細は資料編（資－160 ペ

ージ）に示すとおりである。  
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図 5.2.1－14 工事用車両の予測地点位置図 
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表 5.2.1－33 工事中交通量 
単位：台/日 

No. 車種 将来基礎交通量① 工事用車両② 工事中交通量①＋② 

1 
大型車 579 45 624 
小型車 6,437 6 6,443 
合計 7,016 51 7,067 

4 
大型車 1,290 552 1,842 
小型車 10,013 74 10,087 
合計 11,303 626 11,929 

5’ 
大型車 399 418 817 
小型車 6,823 56 6,879 
合計 7,222 474 7,696 

7 
大型車 1,171 271 1,442 
小型車 9,716 37 9,753 
合計 10,887 308 11,195 

8 
大型車 189 281 470 
小型車 2,265 37 2,302 
合計 2,454 318 2,772 

注：No.5’地点の将来基礎交通量は、No.4 交差点 D 断面の将来基礎交通量とした（資料編 資－37 ペ

ージ）。 

表 5.2.1－34 将来基礎交通量の設定 
No. 将来基礎交通量 現況交通量または転換交通量を用いる理由 

1、4、 
7、8 

現況交通量＋ 
周辺開発計画交通量 

・道路交通センサス交通量の推移が横ばいまたは減少傾向である。 
・転換交通量の影響がない計画地外に位置する。 

5’ 転換交通量＋ 
周辺開発計画交通量 

・市道鷺沼線の廃道及び仮設バスロータリーの使用による転換交通

量の影響がある計画地内に位置するため、隣接交差点である No.4
交差点 D 断面の流入・流出交通量の合計とした。 

 
ⅱ）走行速度 

予測地点における現況車両走行速度を現地調査にて確認した結果、走行速度

にばらつきがあることから予測に用いる走行速度は規制速度 40km/h とした。 
ⅲ）道路断面等 

道路断面及び排出源並びに予測地点は、図 5.2.1－15 に示すとおりであり、

排出源の位置は、車道部中央の地上 1.0m、予測地点の位置は、道路端の地上

1.5m とした。 
なお、予測地点 No.5’地点の道路断面は、隣接する歩行者交通量調査地点 No.8

の道路断面とした（資料編 資－165 ページ）。 
ⅳ）道路状況 

予測地点における道路状況は、表 5.2.1－35 に示すとおりである。 

表 5.2.1－35 道路状況 
No. 道路構造 車線数 備考 
1 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±2.8% 
4 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±0.7% 
5’ アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±2.8% 
7 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±5.5% 
8 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±4.3% 
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No.1 
 
 

 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

 
 

 
No.4 

 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

 
 
No.5’ 

 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

 
 
 
No.7 

 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

 
 

No.8 
 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 
 

図 5.2.1－15 予測地点道路断面図  



327 

ⅱ 排出係数の設定 
車種別の排出係数は、表 5.2.1－36 に示すとおりである。 
排出係数は、予測対象年度は令和 8 年（2026 年）であるが、「国土技術政策

総合研究所資料 No.671 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根

拠（平成 22 年度版）」（平成 24 年 2 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所）

に基づいて、将来は年々減少傾向となるため、中間年次である 2025 年次の排

出係数を用いた。 
また、全地点において縦断勾配による補正係数（資料編 資－165 ページ）

を考慮した。 
 

表 5.2.1－36 車種別排出係数（2025 年次） 
単位：g/km・台 

走行速度 
窒素酸化物の排出係数 浮遊粒子状物質の排出係数 
小型車 大型車 小型車 大型車 

40km/h 0.049 0.432 0.000548 0.006958 
出典：「国土技術政策総合研究所資料 No.671 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根

拠（平成 22 年度版）」（平成 24 年 2 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所） 

 
ⅲ 排出源の位置 

排出源の位置は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（平成 25
年 3 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所、独立行政法人 土木研究所）に

基づき、図 5.2.1－15 に示す車道部中央の地上 1.0m とし、予測断面を中心に

前後合わせて 400m の区間に配置した。その際、排出源の間隔は、図 5.2.1－16
に示すとおり、予測断面の前後 20m の区間で 2m 間隔、その両側それぞれ 180m
の区間で 10m 間隔とした。 

 
出典：「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」 

（平成 25 年 3 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所、 
独立行政法人土木研究所） 

図 5.2.1－16 排出源の位置図  
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ⅳ 気象条件 
気象条件は、宮前測定局における令和 3 年度の観測結果を用いた。その際、

風向は 16 方位、風速は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（平

成 25 年 3 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所、独立行政法人 土木研究

所）に示されている式を用い、風速換算を行った。 
なお、詳細は、資料編（資－167 ページ）に示すとおりである。 
 
U=U0(H H0⁄ )P 

 
U  ：高さ H（m）の推定風速（m/s） 
U0 ：基準高さ H0（m）の風速（m/s） 
H  ：排出源の高さ（H ＝1m） 
H０ ：基準とする宮前測定局の観測高さ（H０＝10m） 
P   ：べき指数（市街地 P＝1/3） 

ⅴ 窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換 
窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換は、「窒素酸化物総量規制マニ

ュアル〔新版〕」（平成 12 年 12 月、公害研究対策センター）に基づき、計画地

及びその周辺における地域特性を予測に反映するために、以下に示す相関式を

用いた。 
相関式は、川崎市内全自動車排出ガス測定局とそれぞれ最寄りの一般環境大

気測定局の過去 5 年間（平成 29～令和 3 年度）の窒素酸化物及び二酸化窒素の

年平均値の差分を算出して求めた。 
なお、相関式の詳細は、資料編（資－169 ページ）に示すとおりである。 
 
[NO2]=0.2339×[NOX]0.9199(ppm) 
相関係数（R=0.9820） 

 
［NO2］：二酸化窒素の自動車排出ガスによる寄与濃度（ppm） 
［NOx］：窒素酸化物の自動車排出ガスによる寄与濃度（ppm） 

ⅵ バックグラウンド濃度 
予測に用いるバックグラウンド濃度は、建設機械の稼働に伴う大気質の予測

条件（295 ページ）のうち、長期予測と同様とし、表 5.2.1－28（295 ページ）

に示すとおり、宮前平駅前測定局の平成 29～令和 3 年度の年平均値の平均（二

酸化窒素：0.018ppm、浮遊粒子状物質：0.016 mg/m3）とした（資料編 資－

152 ページ）。 

ⅶ 年平均値から日平均値への変換 
年平均値から日平均値への変換は、建設機械の稼働に伴う大気質の予測条件

（295 ページ）と同様とした。  
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② 予測方法 

ⅰ 予測手順 
予測手順は、図 5.2.1－17 に示すとおりである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.2.1－17 工事用車両及び施設関連車両の走行に伴う大気質の予測手順 
 

ⅱ 予測式 
予測式は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（平成 25 年 3

月、国土交通省 国土技術政策総合研究所、独立行政法人 土木研究所）に準拠

し、プルーム式（有風時：風速 1.0m/s を超える場合）及びパフ式（弱風時：風

速 1.0m/s 以下の場合）を用い、工事用車両の走行状況、年間の気象条件をもと

に、二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）及び浮遊粒子状物質（日平均値の年

間 2%除外値）を予測した。 
なお、詳細は、資料編（資－169 ページ）に示すとおりである。  
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予測結果 

（a）二酸化窒素 

工事用車両の走行に伴う道路端における二酸化窒素濃度の予測結果は、表 5.2.1
－37 に示すとおりである。 

工事用車両による付加濃度の最大値は No.8 地点東側で 0.00021ppm、付加率

は 1.1%と予測する。 
また、将来予測濃度の最大値は No.7 地点西側で 0.01903ppm、日平均値の年間

98%値は No.7 地点両側で 0.039ppm となり、環境保全目標（0.06ppm 以下）を

満足すると予測する。 
なお、詳細は、資料編（資－172 ページ）に示すとおりである。 
 
表 5.2.1－37 工事用車両の走行に伴う二酸化窒素の予測結果 

単位：ppm 

No. 方向 将来基礎交通量に

よる濃度 
工事用車両に

よる付加濃度 
バックグラ 
ウンド濃度 

将来予測 
濃度 付加率 日平均値の 

年間 98%値 
環境保

全目標 

1 
西側 0.00050 0.00002 

0.018 

0.01852 0.1% 0.038 

0.06 
以下 

東側 0.00045 0.00002 0.01847 0.1% 0.038 

4 
西側 0.00071 0.00015 0.01886 0.8% 0.038 
東側 0.00065 0.00014 0.01879 0.7% 0.038 

5’ 
南側 0.00037 0.00013 0.01850 0.7% 0.038 
北側 0.00036 0.00013 0.01849 0.7% 0.038 

7 
西側 0.00095 0.00008  0.01903* 0.4%  0.039* 
東側 0.00091 0.00007 0.01898 0.4%  0.039* 

8 
東側 0.00037 0.00021* 0.01858 1.1%* 0.038 
西側 0.00025 0.00015 0.01840 0.8% 0.038 

*：最大値を示す。 

 
（b）浮遊粒子状物質 

工事用車両の走行に伴う道路端における浮遊粒子状物質濃度の予測結果は、表

5.2.1－38 に示すとおりである。 
工事用車両による付加濃度の最大値は No.4、5’、8 地点両側で 0.00001mg/m3、

付加率は 0.1%と予測する。 
また、将来予測濃度の最大値は No.4 地点西側と 7 地点両側で 0.01606mg/m3、

日平均値の年間 2%除外値は 0.039mg/m3 となり、環境保全目標（0.10mg/m3 以

下）を満足すると予測する。 
なお、詳細は、資料編（資－172 ページ）に示すとおりである。 
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表 5.2.1－38 工事用車両の走行に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
単位：mg/m3 

No. 方向 将来基礎交通量

による濃度 
工事用車両に

よる付加濃度 
バックグラ 
ウンド濃度 

将来予測 
濃度 付加率 

日平均値の 
年間 2% 
除外値 

環境

保全

目標 

1 
西側 0.00003 0.00000 

0.016 

0.01603 0.0%  0.039* 

0.10 
以下 

東側 0.00003 0.00000 0.01603 0.0%  0.039* 

4 
西側 0.00005  0.00001*  0.01606*  0.1%*  0.039* 
東側 0.00004  0.00001* 0.01605  0.1%*  0.039* 

5’ 
南側 0.00002  0.00001* 0.01603  0.1%*  0.039* 
北側 0.00002  0.00001* 0.01603  0.1%*  0.039* 

7 
西側 0.00006 0.00000  0.01606* 0.0%  0.039* 
東側 0.00006 0.00000  0.01606* 0.0%  0.039* 

8 
東側 0.00002  0.00001* 0.01603  0.1%*  0.039* 
西側 0.00001  0.00001* 0.01602  0.1%*  0.039* 

*：最大値を示す。 

 
（イ）環境保全のための措置 

本事業の工事においては、工事用車両の走行に伴う大気質への影響の低減を図るた

めに、施工会社への指示により、次のような措置を講ずる。 
・工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的な運行管理を徹底

する。 
・工事用車両は可能な限り、最新排出ガス規制適合車を使用するよう努める。 
・急発進、急加速を行わないなど、エコドライブを徹底する。 
・工事用車両の整備・点検を徹底する。 

（ウ）評 価 

工事用車両の走行に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間

98%値）が 0.039ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質

（日平均値の年間 2%除外値）が 0.039mg/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）を

満足すると予測する。 
工事の実施にあたっては、工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、

計画的な運行管理を徹底するなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、道路沿道の大気質に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 
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ウ 施設関連車両の走行に伴う大気質濃度 
（ア）予 測 

予測項目 

予測項目は、施設関連車両の排出ガスによる二酸化窒素及び浮遊粒子状物質とし、

以下の将来濃度を予測した。 
・長期将来濃度予測：日平均値の年間 98%値（二酸化窒素） 

日平均値の年間 2%除外値（浮遊粒子状物質） 
予測方法等 

（a）予測地域・予測地点 

予測地点は、図 5.2.1－2（266 ページ）に示す施設関連車両の走行ルート上の

9 地点（No.1～9）とし、予測地域は道路端から 50m 程度の範囲とした。 
なお、建物用途別（商業施設及び業務施設、公共施設、住宅）の施設関連車両

の走行ルートは、図 5.2.1－18(1)～(3)に示すとおりである。 
（b）予測時期 

予測時期は、供用時の事業活動等が定常状態となる令和 15 年の 1 年間とし、

平日が 298 日、休日（日、祝日）が 67 日とした。 
（c）予測条件・予測方法 

① 予測条件 

ⅰ 交通条件の設定 
ⅰ）供用時交通量 

予測地点における将来基礎交通量は、イ「工事用車両の走行に伴う大気質濃

度」（323 ページ）と同様とした。 
施設関連車両交通量は、第 1 章 4 (5)イ「商業施設・業務施設計画」表 1－6(2)

（38 ページ）、第 1 章 4 (5)ウ「公共施設計画」表 1－7(2)（40 ページ）及び第

1 章 4 (5)エ「住戸計画」表 1－8(2)（42 ページ）に示すとおりである。 
また、方向配分は、表 5.2.1－39 及び図 5.2.1－18(1)～(3)に示すとおりであ

り、平成 30 年パーソントリップ調査における発着方面別の自動車 OD 調査結

果に基づき、計画地周辺の交通規制及び道路ネットワーク状況等を考慮して設

定した。 
 

表 5.2.1－39 施設関連車両の配分 
単位：% 

方面 ①方面 ②方面 ③方面 ④方面 ⑤方面 ⑥方面 
比率 16.6 8.1 8.0 36.2 16.2 15.0 

注：配分の根拠資料は、資料編（資－580 ページ）に示すとおりである。 

 
予測地点における供用時交通量は、表 5.2.1－40(1)・(2)に示すとおり、将来

基礎交通量に施設関連車両を加えて算出した。 
なお、詳細は、資料編（資－177 ページ）に示すとおりである。  
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図 5.2.1－18 施設関連車両走行ルート図  

商業施設・業務施設 

関連車両走行ルート図 
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表 5.2.1－40(1) 供用時交通量（平日）     単位：台/日     
No. 車 種 将来基礎交通量① 施設関連車両② 供用時交通量①＋② 

1 
大型車 579 44 623 
小型車 6,437 792 7,229 
合 計 7,016 836 7,852 

2 
大型車 160 15 175 
小型車 3,772 319 4,091 
合 計 3,932 334 4,266 

3 
大型車 610 10 620 
小型車 5,944 262 6,206 
合 計 6,554 272 6,826 

4 
大型車 1,290 69 1,359 
小型車 10,013 1,278 11,291 
合 計 11,303 1,347 12,650 

5 
大型車 418 69 487 
小型車 5,621 1,354 6,975 
合 計 6,039 1,423 7,462 

6 
大型車 487 22 509 
小型車 7,666 484 8,150 
合 計 8,153 506 8,659 

7 
大型車 1,171 37 1,208 
小型車 9,716 720 10,436 
合 計 10,887 757 11,644 

8 
大型車 189 34 223 
小型車 2,265 638 2,903 
合 計 2,454 672 3,126 

9 
大型車 332 53 385 
小型車 7,744 1,036 8,780 
合 計 8,076 1,089 9,165 

表 5.2.1－40(2) 供用時交通量（休日）     単位：台/日     

No. 車 種 将来基礎交通量① 施設関連車両② 供用時交通量①＋② 

1 
大型車 346 38 384 
小型車 6,643 756 7,399 
合 計 6,989 794 7,783 

2 
大型車 92 18 110 
小型車 4,190 359 4,549 
合 計 4,282 377 4,659 

3 
大型車 325 10 335 
小型車 5,842 246 6,088 
合 計 6,167 256 6,423 

4 
大型車 723 55 778 
小型車 9,910 1,095 11,005 
合 計 10,633 1,150 11,783 

5 
大型車 243 76 319 
小型車 5,878 1,485 7,363 
合 計 6,121 1,561 7,682 

6 
大型車 199 22 221 
小型車 7,537 464 8,001 
合 計 7,736 486 8,222 

7 
大型車 660 32 692 
小型車 9,748 631 10,379 
合 計 10,408 663 11,071 

8 
大型車 112 31 143 
小型車 2,418 575 2,993 
合 計 2,530 606 3,136 

9 
大型車 163 55 218 
小型車 7,516 1,129 8,645 
合 計 7,679 1,184 8,863 
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ⅱ）走行速度 
予測地点における現況車両走行速度を現地調査にて確認した結果、走行速度

にばらつきがあることから予測に用いる走行速度は規制速度とし、No.1、3、4、
5、6、7、8 地点は 40km/h、No.2、9 地点は 30km/h とした。 

ⅲ）道路断面等 
道路断面及び排出源並びに予測点は、No.1、4、7、8 地点については図 5.2.1

－15（326 ページ）に示したとおりである。No.2、3、5、6、9 地点については

図5.2.1－19に示すとおりであり、排出源の位置は、車道中央の高さ地上1.0m、

予測点の位置は、道路端の地上 1.5m とした。 
 

No.2 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

No.3 
 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

No.5 
 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

No.6 
 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

No.9 
 
 
 
 

●：排出源 ◎：予測地点 

図 5.2.1－19 予測地点道路断面図  
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ⅳ）道路状況 
予測地点における 道路状況は、No.1、4、7、8 地点については表 5.2.1－35

（325 ページ）に示すとおりである。No.2、3、5、6、9 地点については表 5.2.1
－41 に示すとおりである。 

 
表 5.2.1－41 道路状況 

No. 道路構造 車線数 備考 
2 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±5.1% 
3 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±0.2% 
5 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±6.4% 
6 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±6.0% 
9 アスファルト 平面 2 車線 縦断勾配±1.0% 

 
ⅱ 排出係数の設定 

車種別の排出係数は、表 5.2.1－42 に示すとおりである。 
排出係数は、予測対象年度が 2033 年（令和 15 年）であることから、「国土

技術政策総合研究所資料 No.671 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数

の算定根拠（平成 22 年度版）」（平成 24 年 2 月、国土交通省 国土技術政策総

合研究所）に基づいて、2030 年次の排出係数を用いた。 
また、全地点において縦断勾配による補正係数（資料編 資－165 ページ）

を考慮した。 
 

表 5.2.1－42 車種別排出係数（2030 年次） 
単位：g/km・台 

走行速度 
窒素酸化物の排出係数 浮遊粒子状物質の排出係数 
小型車 大型車 小型車 大型車 

30km/h 0.059 0.450 0.000893 0.008435 
40km/h 0.048 0.353 0.000540 0.006663 

出典：「国土技術政策総合研究所資料 No.671 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根

拠（平成 22 年度版）」（平成 24 年 2 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所） 

 
ⅲ 排出源の位置 

排出源の位置は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」（平成 25
年 3 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所、独立行政法人 土木研究所）に

基づき、図 5.2.1－15（326 ページ）及び図 5.2.1－19（337 ページ）に示す車

道部の中央の地上高さ 1.0m とし、予測断面を中心に前後合わせて 400m の区

間に配置した。その際、排出源の間隔は、図 5.2.1－16（327 ページ）に示すと

おり、予測断面の前後 20m の区間で 2m 間隔、その両側それぞれ 180m の区間

で 10m 間隔とした。 
ⅳ 気象条件 

予測に用いる気象条件は、工事用車両の走行に伴う大気質の予測条件（328
ページ）と同様とした。  



339 

ⅴ 窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換 
窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換は、工事用車両の走行に伴う大

気質の予測条件（328 ページ）と同様とした。 

ⅵ バックグラウンド濃度 
予測に用いるバックグラウンド濃度は、工事用車両の走行に伴う大気質の予

測条件（328 ページ）と同様とした。 
ⅶ 年平均値から日平均値への変換 

年平均値から日平均値への変換は、建設機械の稼動に伴う大気質の予測条件

（295 ページ）と同様とした。 
 

② 予測方法 

ⅰ 予測手順 
予測手順は、工事用車両の走行に伴う大気質の予測手順（329 ページ）と同

様とした。 
ⅱ 予測式 

予測式は、工事用車両の走行に伴う大気質の予測手順（329 ページ）と同様

とした。 
なお、詳細は、資料編（資－169 ページ）に示すとおりである。  
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予測結果 

（a）二酸化窒素 

施設関連車両の走行に伴う二酸化窒素濃度の予測結果は、表 5.2.1－43 に示す

とおりである。 
施設関連車両による付加濃度の最大値は No.5 地点両側で 0.00013ppm、付加

率は、0.7%と予測する。 
また、将来予測濃度の最大値は No.7 地点西側で 0.01886ppm、日平均値の年間

98%値は 0.038ppm となり、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足すると予測す

る。 
なお、詳細は、資料編（資－195 ページ）に示すとおりである。 
 
表 5.2.1－43 施設関連車両の走行に伴う二酸化窒素の予測結果 

単位：ppm 

No. 方向 将来基礎交通量に

よる濃度 
施設関連車両に

よる付加濃度 
バックグラ 
ウンド濃度 

将来予測 
濃度 付加率 日平均値の 

年間 98%値 

環境

保全

目標 

1 西側 0.00044 0.00005 

0.018 

0.01849 0.3%  0.038* 

0.06 
以下 

東側 0.00040 0.00005 0.01845 0.3%  0.038* 

2 東側 0.00038 0.00002 0.01840 0.1%  0.038* 
西側 0.00039 0.00002 0.01841 0.1%  0.038* 

3 北側 0.00033 0.00001 0.01834 0.1%  0.038* 
南側 0.00035 0.00001 0.01836 0.1%  0.038* 

4 西側 0.00061 0.00005 0.01866 0.3%  0.038* 
東側 0.00056 0.00005 0.01861 0.3%  0.038* 

5 南側 0.00039  0.00013* 0.01852  0.7%*  0.038* 
北側 0.00038  0.00013* 0.01851  0.7%*  0.038* 

6 南側 0.00046 0.00003 0.01849 0.2%  0.038* 
北側 0.00044 0.00003 0.01847 0.2%  0.038* 

7 西側 0.00082 0.00004  0.01886* 0.2%  0.038* 
東側 0.00079 0.00004 0.01883 0.2%  0.038* 

8 東側 0.00033 0.00003 0.01836 0.2%  0.038* 
西側 0.00022 0.00002 0.01824 0.1%  0.038* 

9 東側 0.00051 0.00009 0.01860 0.5%  0.038* 
西側 0.00054 0.00009 0.01863 0.5%  0.038* 

*：最大値を示す。 

 

（b）浮遊粒子状物質 

施設関連車両の走行に伴う浮遊粒子状物質濃度の予測結果は、表 5.2.1－44 に

示すとおりである。 
施設関連車両による付加濃度の最大値は No.5 及び No.9 地点両側で

0.00001mg/m3、付加率は 0.1%と予測する。 
また、将来予測濃度の最大値は No.7 及び No.9 地点両側で 0.01605mg/m3、日

平均値の年間 2%除外値は 0.039mg/m3 となり、環境保全目標（0.10 mg/m3 以下）

を満足すると予測する。 
なお、詳細は、資料編（資－195 ページ）に示すとおりである。  
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表 5.2.1－44 施設関連車両の走行に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
単位：mg/m3 

No. 方向 将来基礎交通量

による濃度 
施設関連車両に

よる付加濃度 
バックグラ 
ウンド濃度 

将来予測 
濃度 付加率 

日平均値の 
年間 2% 
除外値 

環境

保全

目標 

1 西側 0.00003 0.00000 

0.016 

0.01603 0.0%  0.039* 

0.10 
以下 

東側 0.00003 0.00000 0.01603 0.0%  0.039* 

2 東側 0.00003 0.00000 0.01603 0.0%  0.039* 
西側 0.00003 0.00000 0.01603 0.0%  0.039* 

3 北側 0.00002 0.00000 0.01602 0.0%  0.039* 
南側 0.00002 0.00000 0.01602 0.0%  0.039* 

4 西側 0.00004 0.00000 0.01604 0.0%  0.039* 
東側 0.00004 0.00000 0.01604 0.0%  0.039* 

5 南側 0.00002  0.00001* 0.01603  0.1%*  0.039* 
北側 0.00002  0.00001* 0.01603  0.1%*  0.039* 

6 南側 0.00003 0.00000 0.01603 0.0%  0.039* 
北側 0.00003 0.00000 0.01603 0.0%  0.039* 

7 西側 0.00005 0.00000  0.01605* 0.0%  0.039* 
東側 0.00005 0.00000  0.01605* 0.0%  0.039* 

8 東側 0.00002 0.00000 0.01602 0.0%  0.039* 
西側 0.00001 0.00000 0.01601 0.0%  0.039* 

9 東側 0.00004  0.00001*  0.01605*  0.1%*  0.039* 
西側 0.00004  0.00001*  0.01605*  0.1%*  0.039* 

*：最大値を示す。 

 

（イ）環境保全のための措置 

本事業の供用時においては、施設関連車両の走行に伴う大気質への影響の低減を図

るために、次のような措置を講ずる。 
・施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速を行わないなど、エコドラ

イブの実施を促す。 
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。 
・施設利用者に対し、ホームページ等で路線バスや電車等の公共交通機関の利用を

促す。 
（ウ）評 価 

施設関連車両の走行に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間

98%値）が 0.038ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質

（日平均値の年間 2%除外値）が 0.039mg/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）を

満足すると予測する。 
本事業の実施にあたっては、施設関連車両（搬出入車両）に対し、急発進、急加速

を行わないなど、エコドライブの実施を促すなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、道路沿道の大気質に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 
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エ 駐車場の利用に伴う大気質濃度 
（ア）予 測 

予測項目 

予測項目は、駐車場（計画地内に設置する交通広場を含める）の利用による二

酸化窒素及び浮遊粒子状物質とし、以下の将来濃度を予測した。 
・長期将来濃度予測：日平均値の年間 98%値（二酸化窒素） 

日平均値の年間 2%除外値（浮遊粒子状物質） 
予測方法等 

（a）予測地域・予測地点 

予測地域は、計画地周辺地域とし、最大着地濃度地点までの距離の 2 倍程度

の範囲とした。 
（b）予測時期 

予測時期は、供用時の事業活動等が定常状態となる令和 15 年の 1 年間とし、

平日が 298 日、休日（日、祝日）が 67 日とした。 
（c）予測条件・予測方法 

① 予測条件 

ⅰ 交通条件の設定 
ⅰ）発生集中交通量 

本事業における発生集中原単位及び発生集中交通量は、表 5.2.1－45 に示す

とおりである。 
本事業の発生集中交通量は、平日で 39,238 人 T.E/日、休日で 45,910 人 T.E/

日である。 
発生集中交通量のうち公共施設については、公共施設事例（施設の利用状況

及び駅前の立地状況が類似している麻生区役所の利用実態）により算出した。 
商業施設・業務施設及び住宅は、「大規模開発地区関連交通計画マニュアル改

訂版」（平成 26 年 6 月、国土交通省 都市局 都市計画課）に基づき、発生集中

原単位に駐車場面積を各用途の面積で按分した用途別面積を乗じ算出した。  
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表 5.2.1－45 発生集中交通量 
区

分 用 途 開発規模 
（ha） 

割引率 発生集中原単位 
（人 T.E/ha・日） 

発生集中交通量 
（人 T.E/日） 床 

平

日 

駅前街区 公共施設（市民館、図書館） 0.67  8,300 5,500 
駅前街区 公共施設（大ホール） 0.34  5,300 1,800 
駅前街区 商業施設 1.86 0.99 11,400 21,200 
駅前街区 業務施設 0.22 0.75 2,400 528 
駅前街区 住宅 5.07  700 3,500 
北街区  公共施設（区役所） 1.08  4,700 5,000 
北街区  公共施設（小ホール） 0.10  5,100 510 
北街区  住宅 1.72  700 1,200 

合計 11.05   39,238 

休

日 

駅前街区 公共施設（市民館、図書館） 0.67  8,300 5,500 
駅前街区 公共施設（大ホール） 0.34  5,300 1,800 
駅前街区 商業施設 1.86 0.97 18,000 33,400 
駅前街区 業務施設 0.22  － － 
駅前街区 住宅 5.07  700 3,500 
北街区  公共施設（区役所） 1.08  － － 
北街区  公共施設（小ホール） 0.10  5,100 510 
北街区  住宅 1.72  700 1,200 

合計 11.05   45,910 
注 1：開発規模は各用途の延べ面積であり、駅前街区については交通広場面積（0.45ha）を除外し、駐車場面積を各用途

に按分、北街区は駐車場面積を各用途に按分し算出した。 
注 2：発生集中交通量の単位（T.E）について：T.E はトリップエンドの略であり、発生集中交通量（出発・到着する人

を合わせた数値）である。また、人 T.E は人ベースの発生集中交通量を、台 T.E は自動車の台ベースの発生集中交

通量（台数）を示す。 
注 3：「大規模開発地区関連交通計画マニュアル改訂版」（平成 26 年 6 月、国土交通省 都市局 都市計画課）では計算の

過程（発生集中原単位の設定）で 100 未満の端数は切り捨てることとされている。 
なお、表 5.2.1－47 における自動車発生交通量が 100 未満となる駅前街区の業務及び北街区の小ホールにおいては、

100 未満を切り捨てせずに用いた。 
注 4：「大規模開発地区関連交通計画マニュアル改訂版」（平成 26 年 6 月、国土交通省 都市局 都市計画課）より、商業

及び業務の発生集中原単位については、建物特性によって発生集中原単位を低減させる要因となる関係が認められ

ることから、その要因を反映させるための「割引率」を乗じて設定した。 
注 5：駅前街区の業務及び北街区の公共施設（区役所）は、休日に施設が稼働しない。 
注 6：公共施設（市民館、図書館、ホール）の発生集中原単位は「川崎市公共施設白書【令和元（2019）年度版】」（令

和 3 年 2 月、川崎市）の麻生図書館・市民館等の実績、公共施設（区役所）の発生集中原単位は「令和 2 年度版区

政概要」（令和 2 年 6 月、川崎市）の麻生区役所実績を基に設定した。 

 
ⅱ）交通機関分担率の設定 

交通機関分担率は、表 5.2.1－46 に示すとおりであり、平成 30 年パーソント

リップ調査の計画地を含む小ゾーンの施設別交通機関分担率を用いた。 
 

表 5.2.1－46 交通機関分担率 
単位：% 

床用途 鉄道 バス 自動車 徒歩 二輪車 自転車 その他 合計 
公共 13.3 3.5 14.4 58.7 0.0 10.1 0.0 100 
商業 11.5 2.8 12.6 58.8 8.7 5.7 0.0 100 
業務 49.6 0.0 12.7 24.5 4.6 8.6 0.0 100 
住宅 49.6 1.9 14.2 26.5 1.5 6.2 0.0 100 

注：四捨五入の関係で、合計が一致しないことがある。 
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ⅲ）自動車発生集中交通量 
発生集中交通量と自動車発生集中交通量の計算結果は、表 5.2.1－47 に示す

とおりである。 
自動車発生集中交通量は、表 5.2.1－45 に示した発生集中交通量に、自動車

の交通機関分担率を乗じて得られる自動車利用の発生集中交通量を台換算係

数で除して算出した。 
台換算係数は、「大規模開発地区関連交通計画マニュアル改訂版」（平成 26 年

6 月、国土交通省 都市局 都市計画課）に基づき設定した。 
 

表 5.2.1－47 自動車発生集中交通量 

区分 用 途 
発生集中 
交通量 

（人 T.E/日） 

自動車 
分担率 
（%） 

用途別自動車 
利用者数 

（人 T.E/日） 

台換算 
係数 

（人/台） 

自動車発生 
集中交通量 

（台 T.E/日） 

自動車発生 
集中交通量 

（台/日･片道） 

平日 

駅前街区 公共施設

（市民館、図書館） 5,500 14.4 792 1.3 600 300 

駅前街区 公共施設

（大ホール） 1,800 14.4 259 1.3 100 50 

駅前街区 商業 21,200 12.6 2,671 1.5 1,700 850 
駅前街区 住宅 3,500 14.2 497 1.4 300 150 
駅前街区 業務 528 12.7 67 1.3 52 26 
北街区  公共施設 
（区役所） 5,000 14.4 720 1.3 500 250 

北街区  公共施設 
（小ホール） 510 14.4 73 1.3 56 28 

北街区  住宅 1,200 14.2 170 1.4 100 50 
合計 39,238    3,408 1704 

休日 

駅前街区 公共施設 
（市民館、図書館） 5,500 14.4 792 1.3 600 300 

駅前街区 公共施設 
（大ホール） 1,800 14.4 259 1.3 100 50 

駅前街区 商業 33,400 12.6 4,208 2.0 2,100 1,050 
駅前街区 住宅 3,500 14.2 497 1.4 300 150 
駅前街区 業務 － － － － － － 
北街区  公共施設 
（区役所） － － － － － － 

北街区  公共施設 
（小ホール） 510 14.4 73 1.3 56 28 

北街区  住宅 1,200 14.2 170 1.4 100 50 
合計 45,910    3,256 1,628 

注 1：商業及び住宅の自動車発生集中交通量は下式による。 
自動車発生集中交通量＝発生集中交通量×自動車分担率÷台換算係数 

注 2：「大規模開発地区関連交通計画マニュアル改訂版」（平成 26 年 6 月、国土交通省 都市局 都市計画課）では、計算の過程
で 100 未満の端数は切り捨てることとされている。 
なお、自動車発生交通量が 100 未満となる駅前街区の業務及び北街区の小ホールにおいては、100 未満を切り捨てせず

に用いた。 
注 3：駅前街区の業務及び北街区の公共施設（区役所）は、休日に施設が稼働しない。  
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ⅳ）駐車場及び交通広場の利用台数 
駐車場及び交通広場の利用台数は、表 5.2.1－48 に示すとおりである。 
なお、現況の交通広場は一般車も利用しているが、供用時の交通広場は一般

車の利用はされない計画である。よって、供用時の交通広場の利用台数は図

5.2.1－20 に示すとおり、現況交通量調査結果の差より想定した交通広場交通

量から一般車利用台数を引いた台数とした。交通広場の利用台数の詳細は、資

料編（資－27 ページ）に示すとおりである。 
 

表 5.2.1－48 駐車場及び交通広場の利用台数 

地 区 用 途 
日台数 （台/日） 

平 日 休 日 
小型 大型 合計 小型 大型 合計 

駅前街区 

公共 324 26 350 324 26 350 
商業 807 43 850 998 52 1,050 
業務 25 1 26 － － － 
住宅 150 0 150 150 0 150 

交通広場 1,040 718 1,758 932 452 1,384 

北街区 公共 261 17 278 27 1 28 
住宅 50 0 50 50 0 50 

 
ⅴ）走行速度 

走行速度は、事業計画及び「国土技術政策総合研究所資料 No.671 道路環境

影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠（平成 22 年度版）」（平成 24 年

2 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所）を参考に、安全側の観点から最も

遅い速度（適用範囲：20～110km/h）である 20km/h とした。 

 

ⅱ 排出係数の設定 

車種別の排出係数は、表 5.2.1－49 に示すとおりである。 
排出係数は、予測対象年度が 2033 年（令和 15 年）であることから、「国土

技術政策総合研究所資料 No.671 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数

の算定根拠（平成 22 年度版）」（平成 24 年 2 月、国土交通省 国土技術政策総

合研究所）に基づいて、2030 年次の排出係数を用いた。 
 

表 5.2.1－49 車種別排出係数（2030 年次） 

単位：g/km・台      

走行速度 窒素酸化物の排出係数 浮遊粒子状物質の排出係数 
小型車 大型車 小型車 大型車 

20km/h 0.073 0.594 0.001461 0.011240 
出典：「国土技術政策総合研究所資料 No.671 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根

拠（平成 22 年度版）」（平成 24 年 2 月、国土交通省 国土技術政策総合研究所）  
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図 5.2.1－20 交通広場交通量 
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ⅲ 排出源の位置及び諸元 
本事業における駐車場は全て屋内に設置する計画であり、自動車排ガスは基

本的に機械換気により排気口から屋外に排出される。排気口からの窒素酸化物

及び浮遊粒子状物質排出量は、駐車場を利用する車両が、駐車場の最奥（駅前

街区の商業・業務及び公共、北街区の住宅及び公共は地下 2F）まで周回したこ

とを想定して算出した。 
駐車場利用車両の走行ルートは、第 1 章 4 (8)ア「自動車動線計画（施設関連

車両）」図 1－16(1)～(3)（52 ページ）及び第 1 章 4 (8)オ「交通広場等動線計

画」図 1－20（65 ページ）に示すとおりである。 
交通広場からの自動車排ガスは、機械換気により排気口から屋外に排出され

る。排気口からの窒素酸化物及び浮遊粒子状物質排出量は、交通広場を利用す

る車両が、交通広場を周回したことを想定して算出した。 
また、排気口は、横向きの開口部を想定しているため、吐出による排出ガス

の上昇は見込まないものとした。 
なお、駅前街区の機械式駐車場への出入口、駅前街区及び北街区の地下駐車

場への出入口においては、自然換気とする計画であることから、出入口開口部

を排出源とした。出入口開口部からの窒素酸化物及び浮遊粒子状物質排出量は、

駐車場を利用する車両が、機械式駐車場または地下駐車場まで走行することを

想定して算出し、出入口開口部から排出されることとした。 
排気口等の諸元は表 5.2.1－50 に、排気口等の位置は図 5.2.1－21(1)～(4)に

示すとおりである。 
表 5.2.1－50 排気口等の諸元 

地区 No. 位置 排気口・排出

源高さ（m） 設置数 換気方式 
(自動車走行位置) 排気口向き 汚染物質排出量 

駅前 
街区 

① 1F 地上 1.0 － 自然換気 
（住宅入庫） － NOx：0.000205m3/h 

SPM：0.000008kg/h 

② 1F 地上 1.0 － 自然換気 
（住宅出庫） － NOx：0.000295m3/h 

SPM：0.000011kg/h 

③ 1F 地上 1.0 － 
自然換気 

（商業・公共入

出庫） 
－ NOx：0.005606m3/h 

SPM：0.000211kg/h 

④ 5F 屋上 30.0 2 機械換気 
（交通広場） 横向き NOx：0.093426m3/h 

SPM：0.003412kg/h 

⑤ 5F 屋上 30.0 1 機械換気 
（地下 2 階） 横向き NOx：0.011986m3/h 

SPM：0.000459kg/h 

⑥ 5F 屋上 30.0 1 機械換気 
（地下 1 階） 横向き NOx：0.006989m3/h 

SPM：0.000260kg/h 

⑦ 5F 屋上 30.0 1 機械換気 
（地下 2 階） 横向き NOx：0.011986m3/h 

SPM：0.000459kg/h 

北街区 

⑧ 1F 地上 1.0 － 
自然換気 

（住宅・公共入

出庫） 
－ NOx：0.000666m3/h 

SPM：0.000025kg/h 

⑨ 1F 屋上 7.0 1 機械換気 
（地下 1 階） 横向き NOx：0.003281m3/h 

SPM：0.000124kg/h 

⑩ 4F 屋上 22.0 1 機械換気 
（地下 2 階） 横向き NOx：0.002223m3/h 

SPM：0.000084kg/h 
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図 5.2.1－21(1) 駐車場排気口等の位置図（1F 地上） 
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図 5.2.1－21(2) 駐車場排気口等の位置図（1F 屋上） 
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図 5.2.1－21(3) 駐車場排気口等の位置図（4F 屋上） 
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図 5.2.1－21(4) 駐車場排気口等の位置図（5F 屋上） 
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ⅳ 予測高さ 
予測高さは、地上 1.5m とした。 

ⅴ 気象条件 
気象条件は、建設機械の稼働に伴う大気質の予測条件のうち、長期予測（293

ページ）と同様とした。 
ⅵ 窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換 

窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換は、建設機械の稼働に伴う大気

質の予測条件（294 ページ）と同様とした。 
ⅶ バックグラウンド濃度 

予測に用いるバックグラウンド濃度は、工事用車両の走行に伴う大気質の予

測条件（328 ページ）と同様とした。 
ⅷ 年平均値から日平均値への変換 

年平均値から日平均値への変換は、建設機械の稼動に伴う大気質の予測条件

（295 ページ）と同様とした。 
 

② 予測方法 

ⅰ 予測手順 
予測手順は、図 5.2.1－22 に示すとおりである。 

ⅱ 予測式 
予測式は、建設機械の稼働に伴う大気質と同様に、有風時（風速 1.0m/s 以上

の場合）はプルーム式、弱風時（風速 0.5～0.9m/s の場合）は弱風パフ式、無

風時（風速 0.4m/s 以下の場合）はパフ式を用い、年間の気象条件をもとに、二

酸化窒素（日平均値の年間 98%値）及び浮遊粒子状物質（日平均値の年間 2％
除外値）を予測した。 

なお、詳細は、資料編（資－155 ページ）に示すとおりである。 
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図 5.2.1－22 駐車場の利用に伴う大気質の予測手順  

駐車場及び交通広場走行台数 
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二酸化窒素への変換 
（指数近似モデルⅠ） 

窒素酸化物 

浮遊粒子状物質 
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予測結果 

（a）二酸化窒素 

駐車場の利用に伴う二酸化窒素の予測結果は、表 5.2.1－51 及び図 5.2.1－23
に示すとおりである。 

駐車場の利用による付加濃度の最大値は 0.00003ppm、バックグラウンド濃度

を含めた将来予測濃度は 0.01803ppm、付加率は 0.2%、日平均値の年間 98%値は

0.037ppm となり、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足すると予測する。 
 

表 5.2.1－51 駐車場の利用に伴う二酸化窒素の予測結果 
単位：ppm 

駐車場利用による 
最大付加濃度 

バックグラウ

ンド濃度 将来予測濃度 付加率 日平均値の 
年間 98%値 環境保全目標 

0.00003 0.018 0.01803 0.2% 0.037 0.06 以下 

 
（b）浮遊粒子状物質 

駐車場の利用に伴う浮遊粒子状物質の予測結果は、表 5.2.1－52 及び図 5.2.1－
24 に示すとおりである。 

駐車場の利用による付加濃度の最大値は 0.00001mg/m3、バックグラウンド濃

度を含めた将来予測濃度は 0.01601mg/m3、付加率は 0.1%、日平均値の年間 2％
除外値は 0.039mg/m3 となり、環境保全目標（0.10 mg/m3 以下）を満足すると予

測する。 
 
表 5.2.1－52 駐車場の利用に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 

単位：mg/m3 

駐車場利用による 
最大付加濃度 

バックグラウ

ンド濃度 将来予測濃度 付加率 
日平均値の 
年間 2% 
除外値 

環境保全目標 

0.00001 0.016 0.01601 0.1% 0.039 0.10 以下 
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5.2.1－23 駐車場の利用に伴う二酸化窒素の予測結果 
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図 5.2.1－24 駐車場の利用に伴う浮遊粒子状物質の予測結果 
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（イ）環境保全のための措置 

本事業の供用時においては、駐車場の利用に伴う大気質への影響の低減を図るた

めに、次のような措置を講ずる。 
・換気設備が正常に稼働するよう、定期的な点検を行う。 
・従業員等に対し、通勤には極力公共交通機関を利用するよう促す。 
・駐車場利用者に対し、掲示板等により、アイドリングストップ等のエコドライ

ブへの協力を促す。 
・施設利用者に対し、ホームページ等で路線バスや電車等の公共交通機関の利用

を促す。 
（ウ）評 価 

駐車場の利用に伴う長期予測濃度の最大値は、二酸化窒素（日平均値の年間 98%
値）が 0.037ppm で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足し、浮遊粒子状物質

（日平均値の年間 2%除外値）が 0.039mg/m3 で、環境保全目標（0.10mg/m3 以下）

を満足すると予測する。 
本事業の実施にあたっては、換気設備が正常に稼働するよう、定期的な点検を行

うなどの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺環境に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 
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オ 冷暖房施設等の稼働に伴う大気質濃度 
（ア）予 測 

予測項目 

予測項目は、冷暖房施設等による二酸化窒素とし、以下の将来濃度を予測し

た。 
・長期将来濃度予測：日平均値の年間 98%値 
・短期将来濃度予測：1 時間値 
予測方法等 

（a）予測地域・予測地点 

予測地域は、計画地周辺地域とし、最大着地濃度地点までの距離の 2 倍程度の

範囲とした。 
（b）予測時期 

予測時期は、供用時の事業活動等が定常状態となる令和 15 年の 1 年間及び 1
時間とした。 

（c）予測条件・予測方法 

① 予測条件 

ⅰ 冷暖房施設等の稼働台数・位置 
冷暖房施設等の稼働台数は表 5.2.1－53 に、冷暖房施設等の位置は図 5.2.1－

25(1)～(3)に示すとおりである。 
なお、冷暖房施設の防音壁は見込まず予測した。排出源は、図 5.2.1－25(1)

～(3)に示す冷暖房施設等の位置に均等に配置した。 
 

表 5.2.1－53 冷暖房施設等の稼働台数 

地区 No. 位置 設備機器 ガスエンジン 
定格出力（kW） 

排気口高さ 
（m） 設置数 稼働時間 

駅前街区 

① 5F 屋上 
ガス式空冷ヒ

ートポンプ式

エアコン  
(25HP) 

15.7 30.5 2 24 時間 

② 5F 屋上 15.7 30.5 5 17 時間 
（6～23 時） 

③ 5F 屋上 15.7 30.5 7 17 時間 
（6～23 時） 

北街区 

④ 1F 屋上 

ガス式空冷ヒ

ートポンプ式

エアコン 
(30HP) 

18.8 7.5 13 15 時間 
（8～23 時） 

⑤ 4F 屋上 

ガス式空冷ヒ

ートポンプ式

エアコン 
(25HP) 

15.7 21.8 2 17 時間 
（6～23 時） 

⑥ 5F 屋上 

ガス式空冷ヒ

ートポンプ式

エアコン 
(30HP) 

18.8 25.1 3 15 時間 
（8～23 時） 
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図 5.2.1－25(1) 冷暖房施設等の位置図（1F 屋上） 
 

  



360 

図 5.2.1－25(2) 冷暖房施設等の位置図（2F 屋上） 
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図 5.2.1－25(4) 冷暖房施設等の位置図（5F 屋上） 
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ⅱ 冷暖房施設等の排出条件 
冷暖房施設等の排出条件は、表 5.2.1－54 に示すとおりである。 

表 5.2.1－54 空調室外機の排出条件（1 台あたり） 

項 目 
ガス式空冷ヒートポンプ式エアコン 

25HP 30HP 
使用燃料 都市ガス（13A） 

排出ガス窒素酸化物濃度（乾きガス中） 90 ppm 
排出ガス量（湿り） 100.4m3 N／h 125.4m3 N／h 
排出ガス量（渇き） 85.1m3 N／h 106.3m3 N／h 
窒素酸化物排出量 0.0077m3 

Ｎ／h 0.0096m3 
Ｎ／h 

吐出速度 4.7m/s 5.9m/s 
排ガス温度 90℃ 
稼働日数 365 日 

 
ⅲ 予測高さ 

予測高さは、地上 1.5m とした。また、冷暖房施設等の配置及び周辺高層集

合住宅の高さを考慮し、2F（地上 4.5m）～10F（28.5m）の各階高さで予測を

行い、予測結果が最大となる高さを抽出した。なお、各階高さにおける予測結

果の詳細は、資料編（資－205 ページ）に示すとおりである。 
ⅳ 気象条件 

気象条件は、長期的な平均濃度の算出については、建設機械の稼働に伴う大

気質（293 ページ）と同様とした。また、予測地域の土地利用及び計画建物の

形状を考慮し、短期濃度の算出（一般的な気象条件、煙突によるダウンウォッ

シュ*1 及び計画建物によるダウンドラフト*2 を考慮する。）については、表 5.2.1
－55 に示す大気安定度と風速の条件を組み合わせて予測した。 

表 5.2.1－55  大気質予測の気象条件 

気象条件 大気安定度 
風 速（m/s） 

1.0 2.0 3.0 3.1*3 3.9*4 

一般的な気象条件 

A（強不安定） ○ ○    
B（並不安定） ○ ○ ○   
C（弱不安定）  ○ ○   
D（中  立） ○ ○ ○   

ダウンウォッシュ 
B（並不安定）    ○ ○ 
C（弱不安定）    ○ ○ 
D（中  立）    ○ ○ 

ダウンドラフト 
A（強不安定） ○     
B（並不安定） ○     
D（中  立） ○     

 
*1：煙突から出た排ガスが煙突本体の空気力学的影響による渦の中に取り込まれ、地上に高濃度を及ぼす現象。風速が吐

出速度の 1/1.5 のときに出現する。 
*2：排気口風上あるいは風下側の構造物や地形によって発生する渦に煙が巻き込まれる現象。 
*3：ガス式空冷ヒートポンプ式エアコン (25HP)においてダウンウォッシュが発生する風速 
*4：ガス式空冷ヒートポンプ式エアコン (30HP)においてダウンウォッシュが発生する風速  
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ⅴ 窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換 
窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換は、建設機械の稼働に伴う大気

質の予測条件（294 ページ）と同様とした。 
ⅵ バックグラウンド濃度 

予測に用いるバックグラウンド濃度は、長期予測については、建設機械の稼

働に伴う大気質の予測条件（295 ページ）と同様とし、短期予測については予

測結果が最大となる気象条件における１時間値の平均値（宮前平駅前測定局：

令和 3 年度）とした。 
ⅶ 年平均値から日平均値への変換 

年平均値から日平均値への変換は、長期予測については、建設機械の稼働に

伴う大気質の予測条件（295 ページ）と同様とした。 
 

② 予測方法 

ⅰ 予測手順 
予測手順は、図 5.2.1－26 に示すとおりである。 

ⅱ 予測式 
ⅰ）長期予測 

予測式は、建設機械の稼働に伴う大気質と同様に、有風時（風速 1.0m/s 以上

の場合）はプルーム式、弱風時（風速 0.5～0.9m/s の場合）は弱風パフ式、無

風時（風速 0.4m/s 以下の場合）はパフ式を用い、年間の気象条件をもとに、二

酸化窒素（日平均値の年間 98%値）を予測した。 
なお、詳細は、資料編（資－203 ページ）に示すとおりである。 

ⅱ）短期予測 
一般的な気象条件及びダウンウォッシュ時における短期予測は、建設機械の

稼働に伴う大気質と同様に、プルーム式を用いた。 
ダウンドラフト時は、「ごみ焼却施設環境アセスメントマニュアル」（昭和 61

年 6 月、社団法人 全国都市清掃会議）に示される拡散式を用いた。 
なお、詳細は、資料編（資－204 ページ）に示すとおりである。 
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図 5.2.1－26 冷暖房施設等の稼働に伴う大気質の予測手順 
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予測結果 

（a）長期予測 

冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の長期予測結果は、表 5.2.1－56(1)・(2)
及び図 5.2.1－27(1)・(2)に示すとおりである。 

地上 1.5m における付加濃度の最大値は 0.000143ppm、バックグラウンド濃度

を含めた将来予測濃度は 0.01814ppm、付加率は 0.8%、日平均値の年間 98%値は

0.038ppm、4F 高さ（地上 10.5m）における付加濃度の最大値は 0.006050ppm、

バックグラウンド濃度を含めた将来予測濃度は 0.02405ppm、付加率は 25.2%、

日平均値の年間 98%値は 0.045ppm となり、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満

足すると予測する。 
なお、2F 高さ（地上 4.5m）～10F 高さ（地上 28.5m）における各階高さの予

測結果は、資料編（資－205 ページ）に示すとおりである。 
 

表 5.2.1－56(1) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果（長期予測、地上 1.5m） 
単位：ppm 

冷暖房施設等による 
最大付加濃度 

バックグラウ

ンド濃度 将来予測濃度 付加率 日平均値の 
年間 98%値 環境保全目標 

0.000143 0.018 0.01814 0.8% 0.038 0.06 以下 

 
表 5.2.1－56(2) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果 

（長期予測、4F 高さ（地上 10.5m）） 
単位：ppm 

冷暖房施設等による 
最大付加濃度 

バックグラウ

ンド濃度 将来予測濃度 付加率 日平均値の 
年間 98%値 環境保全目標 

0.006050 0.018 0.02405 25.2% 0.045 0.06 以下 
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図 5.2.1－27(1) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果 

（長期予測、地上 1.5m） 
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図 5.2.1－27(2) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果 

（長期予測、4F 高さ（地上 10.5m）） 
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（b）短期予測 

冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の短期濃度予測結果は、表 5.2.1－57(1)・
(2)及び図 5.2.1－28(1)・(2)に示すとおりである。 

地上 1.5m における付加濃度の最大値は、一般的な気象条件では 0.00323ppm、

ダウンウォッシュ時は 0.00276ppm、ダウンドラフト時は 0.01898ppm と予測す

る。各階高さにおける付加濃度の最大値は、一般的な気象条件（5F 高さ：地上

13.5m）では 0.12032ppm、ダウンウォッシュ時（3F 高さ：地上 7.5m）は

0.07107ppm、ダウンドラフト時（2F 高さ：地上 4.5m）は 0.01909ppm と予測

する。 
地上 1.5m におけるバックグラウンド濃度を含めた将来予測濃度の最大値は、

一般的な気象条件では 0.023ppm、ダウンウォッシュ時は 0.012ppm、ダウンドラ

フト時は 0.036ppm、各階高さにおける将来濃度の最大値は、一般的な気象条件

では 0.137ppm、ダウンウォッシュ時は 0.080ppm、ダウンドラフト時は 0.036ppm
となり、環境保全目標（0.2ppm 以下）を満足すると予測する。 

なお、2F 高さ（地上 4.5m）～10F 高さ（地上 28.5m）における各階高さの予

測結果は、資料編（資－205 ページ）に示すとおりである。 
 

表 5.2.1－57(1) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果（短期予測、地上 1.5m） 
単位：ppm 

予測事項 最大付加 
濃度 

バックグラ 
ウンド濃度* 

将来予測 
濃度 

出現条件 
環境保

全目標 大気 
安定度 

風速 
（m/s） 

一般的な 
気象条件 0.00323 0.020 0.023 B 1.0 

0.2 
以下 

ダウン 
ウォッシュ時 0.00276 0.009 0.012 D 3.1 

ダウン 
ドラフト時 0.01898 0.017 0.036 D 1.0 

*：バックグラウンド濃度は、以下の条件時の宮前平駅前測定局における１時間値の平均値とした。 
・一般的な気象条件   ：大気安定度 B、風速 0.5～1.4m/s の時の平均値 
・ダウンウォッシュ時 ：大気安定度 D、風速 2.5～3.4m/s の時の平均値 
・ダウンドラフト時   ：大気安定度 D、風速 0.5～1.4m/s の時の平均値 

 

表 5.2.1－57(2) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果（短期予測、各階高さ） 
単位：ppm 

予測事項 
付加濃度が 
最大となる 
予測高さ 

最大付加 
濃度 

バックグラ 
ウンド濃度* 

将来予測 
濃度 

出現条件 
環境保

全目標 大気 
安定度 

風速 
（m/s） 

一般的な 
気象条件 

5F 高さ 
(地上 13.5m) 0.12032 0.017 0.137 D 1.0 

0.2 
以下 

ダウン 
ウォッシュ時 

3F 高さ 
(地上 7.5m) 0.07107 0.009 0.080 D 3.1 

ダウン 
ドラフト時 

2F 高さ 
(地上 4.5m) 0.01909 0.017 0.036 D 1.0 

*：バックグラウンド濃度は、以下の条件時の宮前平駅前測定局における１時間値の平均値とした。 
・一般的な気象条件  ：大気安定度 D、風速 0.5～1.4m/s の時の平均値 
・ダウンウォッシュ時 ：大気安定度 D、風速 2.5～3.4m/s の時の平均値 
・ダウンドラフト時  ：大気安定度 D、風速 0.5～1.4m/s の時の平均値 
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図 5.2.1－28(1) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果 
（短期予測、ダウンドラフト時、地上 1.5m） 
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図 5.2.1－28(2) 冷暖房施設等の稼働に伴う二酸化窒素の予測結果 
（短期予測、一般的な気象条件、4F 高さ（地上 10.5m）） 
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（イ）環境保全のための措置 

本事業の供用時においては、冷暖房施設等の稼働に伴う大気質への影響の低減を図

るために、次のような措置を講ずる。 
・「環境への負荷の低減に関する指針」（川崎市）に示されている、燃料として都市

ガスを使用し、熱効率の高い機器（低 NOx 型）を選定する。 
・冷暖房施設等の整備・点検を徹底する。 

（ウ）評 価 

冷暖房施設の稼働に伴う二酸化窒素（日平均値の年間 98%値）の長期予測濃度の最

大値は、地上 1.5m において 0.038ppm、4F 高さ（地上 10.5m）において 0.045ppm
で、環境保全目標（0.06ppm 以下）を満足すると予測する。短期予測濃度の最大値は、

地上 1.5m において一般的な気象条件が 0.023ppm、ダウンウォッシュ時が 0.012ppm、

ダウンドラフト時が 0.036ppm、各階高さにおいて一般的な気象条件（5F 高さ：地上

13.5m）が 0.137ppm、ダウンウォッシュ時（3F 高さ：地上 7.5m）が 0.080ppm、ダ

ウンドラフト時（2F 高さ：地上 4.5m）が 0.036ppm で、環境保全目標（0.2ppm 以

下）を満足すると予測する。 
本事業の実施にあたっては、「環境への負荷の低減に関する指針」（川崎市）に示さ

れている、燃料として都市ガスを使用し、熱効率の高い機器（低 NOx 型）を選定する

などの環境保全のための措置を講ずる。 
以上のことから、計画地周辺環境に著しい影響を及ぼすことはないと評価する。 
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